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中山間地域（日伊）の農業／農村の 

ソーシャルイノベーション研究 

－国際的・学際的な研究組織でイタリアの先進事例に学ぶ－ 
 

1．研究の目的 

(1)目的概要：日本の国土の70％を占める中山間地域は存続の危機にあり、その原因は農業 

とその基盤を支える農村コミュニティの衰退にある。そこで本研究では、日伊の農業・

農村政策を比較してその相違を明らかにし、中山間地域の農業／農村にソーシャルイノベ

ーション（以下SI）を醸成するためのエコシステムを明らかにする。 

(2)イタリアの先進性に学ぶ：日伊は地理的類似性（条件不利地域が多い）を有し戦後の農

村衰退を同じく経験するが、イタリアでは昨今農村再生の動きが活発である。大胆な若

手起業家支援政策等によって若者の地方移住を促進し農村にSIをもたらしている。EU政

策や国家地方政策、独創的な民間活動のシナジー効果によると考えられる。 

(3)研究方法と着目点： 

①両国の農村革新の動きを、ミクロ(事例)/マクロ(国家・EU政策)の視点から分析する。 

②事例研究では、外部人材（若者/外国人）に着目し、流入と定着の条件や、外部人材が引 

き起こす SI のプロセスと引き起こされる社会システムの変容、に着目する。 

 

2．研究の計画 

(1)研究会の開催（８回程度） 

①伊研究者によるこれまでのSIにかかる研究（理論研究/ネットワーク分析）の成果と調

査方法を共有し、日伊共通の研究調査方法を確定する。 

②日伊研究者のチーム編成と役割分担を共有し、各チームの研究計画を立てる。 

③文献調査報告：マクロ視点での日伊条件不利地域の振興政策と成果課題の整理を行う。 

(2)日伊の調査対象地の地域研究を進めると同時に、実践者と共に、外部人材が関わる革新的

事例をリスト化、選定し、現地調査スケジュールを立てる。 

(3)後半では、具体的な国内外現地調査にとりかかる。国内調査には、伊研究者・実践者を 

招聘し、共同調査を行う。調査結果は、SI 評価指標の開発に生かす。 

 

3．研究の成果 

(1)新型コロナウイルスの影響により、予定していたイタリア現地訪問調査を実施することは 

できなかったが、オンラインによるイタリア人研究者との国際研究会を複数回実施し、各

メンバーの研究分野と調査テーマのマッチング、役割分担を行い、研究体制を整えた。 

また、各担当者の調査先の選定を行った。研究成果としては、欧州、特にイタリアの条件

不利地域再生政策の現状や課題について、以下の通り把握することができた。 

①EUにおける結束政策の変遷の中で、地域政策が地方ベースから場所ベースに移行し、よ

り条件不利地域にフォーカスした地域政策に移行していること、また、そのリーディング

プロジェクトをイタリアが教育研究事業として、若手研究者・学生を巻き込みながら展開

されている。 

②EU事業として展開されている条件不利地域におけるソーシャルイノベーション研究の成

果を共有し、ソーシャルイノベーション概念の整理とイタリア、日本における農業農村の

課題共有と、求められるソーシャルイノベーションについて検討した。EUの基本戦略と国

家・地方政策と研究政策の関連性をつかむことができた。 

③日本からは地方創生と若者のIターン推進事業、地域ごとのフードポリシー策定にかかる

取り組み等を紹介した。日欧ともに、移住者による地域再生の取り組みがソーシャル・イ

ノベーションのシーズとして展開されていることがわかった。 

(2)イタリア南部の農村・農業におけるソーシャル・イノベーションモデルの日本での社会実験 

に向けた取り組みとして、以下の成果を上げることができた。 

①イタリアで農業に縁のない若者集団が農業イノベーションを推進すべく活動している一

つのモデルを、日本で実施するための基盤づくりを行った。具体的には、京都府の地域づ



くり事業への申請・採択により、イタリアのSIモデル事業の実施を、地元組織や亀岡市と

の協働体制の基礎を築くことができた。 

②龍谷大学政策学部のPBL科目「政策実践・探究演習」は、地域との連携により学生が実際

に地域と協働し、課題解決のための活動を通じて学びを深める科目であるが、この地域連

携の活動の一環として、イタリアの研究者と共同し、オンラインツールを使ってイタリア

側と繋ぎ、イタリアのSIモデル「Contadinner」の疑似体験を行い、Contadinnerの目的や

意義について、学生に共有し、次年度の試行に向けての準備をすることができた。 

  (3)日本における農業・農村のソーシャル・イノベーションの実態について、ミクロのローカ 

ルな事例についての調査と、マクロ（地方・国家政策）についてのヒアリング調査を行い、 

そのリンケージと効果の検証を行った。 

①マクロの視点から、地域おこし協力隊事業の実績と効果、今後の展開について総務省へ

のヒアリングを行った。国はこの事業を通じて、地方における新たな事業創造を目標にし

ており、その具現化として、ポスト資本主義を掲げて社会的起業を促進するNext Commons 

Lab（NCL）という民間の取り組みから生まれた仕組みが全国各地で展開されている。ミク

ロの視点として、全国３箇所のNCLに訪問ヒアリング調査を行い、日本における条件不利地

域における新たな価値想像の可能性を探ることができた。 

②調査結果は、イタリア研究者との国際セミナーにて共有し、イタリアにおいても類似し

た取り組みがあることが判明し、次年度の現地調査に向けた情報収集を行うことができた。 

 

4．研究の反省・考察 

(1)農業・農村におけるソーシャル・イノベーションの理論研究について 

①日伊の農業・農村におけるソーシャル・イノベーションと言える事例調査や地方・国レ

ベルの具体的政策については把握できたものの、それらを俯瞰し、理論的な考察には至っ

ていない。次年度に向けては、EUの文献を中心として、理論的分析と考察を進めていく必

要がある。 

②国際セミナーを開催し、日伊のSIに関わるトピックについて共同研究者間で共有はでき

たものの、それぞれの研究分野においてどのように意味づけができるのか等、学際的見地

から、農業・農村におけるSIの議論を進めていく必要がある。 

 (2)研究組織とスタッフの配置について 

①研究会の開催の準備や国際セミナーの企画実施について、準備不足の時があり、十分な

議論ができないままに終了することもあるため、研究スタッフとの打ち合わせや共同研究

者とより頻繁にコミュニケーションをとっておく必要がある。 

②研究をサポートするリサーチアシスタントへの研究調査の役割分担、指導について、定

期的なミーティングを行うなど、スタッフの育成とプロジェクトの促進に向けての体制づ

くりに力を注いでいく必要がある。 
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